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新たな基本構想の課題　－時代潮流とまちづくりの課題－



時代潮流への認識 まちづくりの課題 時代潮流への認識 まちづくりの課題

1
地方分権、行財政改革の動
向

＊地方分権は時代の流れとなりつ
つある
＊基礎自治体としての自治権の拡
充が進展

■区民の自治と参加を基礎とした自立した区政
の確立
■区民一人一人の発意と活動がいかされる開
かれた区政の推進

＊都道府県再編や都区制度見直しなど、引き続き国－都道府県－市区町村の役割
の再構築が進展
＊逼迫した地方財政状況が続く中、各自治体において予算制度見直しや評価制度
導入など行財政システムの改革が進展
＊財政建て直しが困難な自治体に対し“再生型破綻法制”の議論も活発化

■地方分権の流れの中、各基礎自治体は期待役割に耐えうる強固な行
財政基盤構築
■限られた財源の有効活用に向け、迅速で効率的な組織編制、柔軟な
予算編成制度や質の高い評価制度の構築など、自律的な行政運営が
必須

2 「公」を担うシステムの転換

＊地域の特性と区民の主体性を尊
重したまちづくりの必要性
＊区内で活動する企業や事業者な
ども地域社会の一員であり、住み良
い地域社会の形成と活性化に社会
的責任と役割を担っている

■多様な参加と協働の仕組みの確立の必要性
■地域における区民、企業等及び行政の協働
の仕組みの確立

＊行財政の逼迫、市民活動の高揚などを背景に、「公」を多様な主体が担うという考
え方が進展
＊PFI、指定管理者制度、市場化テスト法など、「公」を多様な主体が担うための基盤
整備が進展

■多様な主体による公共サービス提供のための制度を適切に運用する
自治体の能力（ガバナンス、コーディネート能力）向上
■「公」への公正な参画、効果的な参画の促進にむけた情報公開の拡
充
■「公」を新たに担う主体の育成、強化

3人口減少社会の到来 － －

＊2005年、我が国は人口減少社会に転換。この少子化傾向が続くと21世紀半ばに
は総人口は１億人を割り込み、2100年の総人口は現在の半分以下となる見込み
＊世帯主が65歳以上の高齢世帯数が増加し、2015年には高齢者世帯の割合が全
世帯数の３分の１を越える見込み
＊東京圏は当面は社会増（転入超過人口）により増加し続けるものの、いずれ全国
と同様に人口減少に転じ、2000年～2050年の間に、２割減少する見込み

■労働力人口の減少の抑制に向けた、女性や高齢者を含めた多様な
主体の社会参加の促進
■人口減少による環境負荷の低減や住宅・土地問題の改善等のメリット
を生かしたまちづくり
■人口減少に対応し、住民等の互助、共助など顔の見える地域づくりに
よる地域力の向上

4少子化の進行
＊新宿区の少子化は今後も一層進
展するものと予想

■子どもが生き生きと育つ環境を地域全体で作
り上げていくという、社会的支援体制の確立

＊合計特殊出生率は1.25と過去最低を更新
＊夫婦の理想の子どもの数と実際の子どもの数の間に0.4人前後の格差
＊政府は、少子化対策基本法、次世代育成支援対策推進法を制定し、「少子化社
会対策大綱」および「子ども・子育て応援プラン」に基づく少子化対策を推進

■地域の様々なネットワークの中で、互いに支え、支えられ、孤立化しな
いで子育てできるような環境整備
■若い世帯が安心して仕事と子育てを両立できるような就業環境の整
備
■企業等においても、”多様な働き方”を選択できるよう、働き方を見直
していくことなどの取組の促進

5超高齢化社会の到来
＊新宿区の高齢化は今後も一層進
展するものと予想

■高齢者や障害をもつ人をはじめすべての区
民が家庭や地域社会の中で自立した生活を営
み、ともに支え合うことができる社会の構築

＊高齢者人口の急増による社会保障給付の急増
＊予防重視型の高齢者福祉システムの確立、施設給付の見直し等を中心とした介
護保険制度改革が進展
＊団塊世代の定年退職等の問題に対応し、高齢者雇用対策が進展
＊今後の高齢化率の一層の上昇を見据えた高齢者や障害者等が暮らしやすい社
会構築への意識の高まり

■介護保険制度改革に対応した関連サービスの見直しと体制整備
■高齢者のまちづくり活動への参加を促す仕組みの構築
■各種施設等のバリアフリー化の推進

6安全・安心社会への要請
＊都市・生活型公害の増大、阪神・
淡路大震災の教訓などによる安全
で安心できるまちへの関心の増大

■安全で安心できる都市基盤施設の整備
＊大規模災害の被害抑制に関する取り組みの進展
＊重要犯罪の増加を背景とした治安・防犯に対する社会的な不安の高まり
＊外国からの武力攻撃、テロの脅威に対応した国民保護法制整備の進展

■ハード、ソフト両面における地域防災力の向上への取り組みの推進
■地域特性にあった自主防犯体制整備など犯罪被害に遭いにくいまち
づくりの推進
■地方公共団体における国民保護計画の策定とこれに基づく体制の整
備

7
文化の魅力・国際交流の重要
性

＊新宿区は多くの人々が働き、学
び、訪れる新しい都心

■区民や様々な企業、事業所などで活動する
人々が地域において共生し交流できる都心にふ
さわしいコミュニティの形成による地域の活力の
向上

＊国民の「心の豊かさ」を求める傾向は年々強まり、国においても文化振興とその活
用への取組を拡充
＊外国人登録者数は今後とも増加するものと想定
＊国際的には低水準にある訪日外客数の一層の増加が求められており、国におい
ても積極的な取組が進展

■文化の魅力を活かした地域活性化戦略への転換
■既存のコンテンツ産業などの生活文化創造産業の発展の促進・支援
■増加する外国人と地域住民との共生や居住環境の確保等の対策
■国の取り組みと連携した訪日外客数の受け入れ態勢の構築

8持続可能な都市への要請
＊地球の温暖化など地球環境問題
の深刻化

■環境負荷が少ない、快適な生活ができるよう
な都市の形成

＊「京都議定書」発効を契機とした、環境負荷の小さな都市づくりへの意識の高まり
＊各種リサイクル法制の整備など資源循環型社会へ移行

■地域における環境負荷低減への具体的取組の拡充
■環境にやさしい生活様式や企業活動を支える新たな環境ビジネス創
出への取組
■環境問題への区民意識の向上への取組

9 ライフスタイルの多様化
＊個人の自立や生活の質の豊かさ
を求める区民など、人々の生活意
識の多様化

■様々な価値観とライフスタイルをもった人々が
充実した生活と活動を実現できるような都市とし
ての機能の充実

＊標準的家庭世帯の減少、単身世帯の増加など、世帯類型の多様化が進展
＊無業者やフリーターとなる人々が増加しており、今後はこうした就業形態の多様化
は中高年にも拡大
＊仕事は所得を得る手段と割り切り、生きがいは公益的活動や地域活動などに見
出す人々が増加

■世帯類型や価値観の多様化に伴う行政需要の変化への対応
■若年層を中心とした区民への就業支援の一層の強化
■公益的活動への区民の意識の高まりを捉えた、区民との協働の仕組
みや参画のきっかけづくり、 　活動支援などの取組の強化

10 経済のグローバル化

＊地域の産業が区民の生活と地域
の発展に重要な役割をになっている
＊国際化や高度情報化など新しい
産業動向や人々の生活と意識の多
様化

■新しい動向を踏まえた産業の展開と活性化の
必要性

＊わが国の実質ＧＤＰ成長率は低水準で推移しているが、近年は緩やかな回復基
調
＊今後、我が国経済の見通しが不透明な中で、アジア各国は高い経済成長を続け
る見込み
＊製造業ではロボット等の先端型産業が、非製造業はコンテンツ産業や観光・教
育、医療等が大きな役割を担うと想定

■地域においては、今後成長が予想される産業に対応できるよう、地域
産業の適切な構造変化の促進
■特に、経済のグローバル化に対応するため、技術力向上への取り組
み

11 情報化・知的価値重視の時代
＊国際化や高度情報化など新しい
産業動向や人々の生活と意識の多
様化（再掲）

■新しい動向を踏まえた産業の展開と活性化の
必要性（再掲）

＊ＩＴの利活用へ国を挙げての戦略が進められており、情報収集、ショッピング、コ
ミュニケーション、娯楽・コンテンツなどＩＴの利用が急速に進展
＊わが国の経済活動において知的資産の果たす役割が急速に拡大

■ＩＴの活用進展に伴う地域住民の生活様式の変化に対応し、政策形成
や施策の実施、行政サービスの提供などのあり方の見直し
■情報弱者への対応
■知的価値を生み出すための基盤となる人材育成や健全な競争と公正
を担保するためのルールの整備

現基本構想 新基本構想
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＊地方分権一括法施行をはじめとした地方分権の流れの中で、市町村合併の進展等、
地方自治の枠組みの再編が進んでいるが、今後も道州制に代表される都道府県の
役割の見直しや、東京大都市地域における都区制度の見直しなど、引き続き、国－
都道府県－市区町村の役割の再構築が各方面で検討されている。

＊逼迫した地方財政状況が続く中で、各自治体では限られた財源の中でより有効な施
策を展開するための予算制度見直しや評価制度を導入する動きがみられる。また、
国では自治体も経営に失敗すれば破綻もあり得るとする“再生型破綻法制”の議論
なども活発になってきている。

１．地方分権・行財政改革の動向

（１）近年の社会動向

図表1-2 市町村数の推移

備考）上記の値には、特別区の数は含まれていない。 資料）総務省資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

図表1-3 経常収支比率の推移

備考）経常収支比率は、経常
的経費（人件費、扶助費、公債
費等）に充当された一般財源の
額が、経常一般財源（地方税、
普通交付税等）、減税補てん債
及び臨時財政対策債の合計額
に占める割合。

■地方分権の流れが今後も進展するなかで、住民に身近な事務については基礎自治
体で処理できる体制を構築することが求められるため、各基礎自治体はこうしたニー
ズに耐えうる強固な行財政基盤を構築することが必要となる。

■限られた財源の中で、より有効な施策を展開するため、迅速で効率的な組織編制、
柔軟な予算編成制度や質の高い評価制度の構築などが求められ、自律的な行政運
営が必須となる。

（２）まちづくりへの影響と課題

■地方分権を促進するための法制度整備や構造改革が進められている

■依然として地方自治体を取り巻く財政状況は悪化し、硬直化が進んでいる

■平成の大合併を経て、市町村数は半減し、2005年度末で1,821となった

都区制度改革の実施（地方自治法改正）

都区制度改革の主な改正事項としては、「①特別区を「基礎的な地方公共団体」として位置付け
る、②大都市の一体性・統一性の確保に配慮しつつ、特別区の自主性・自律性を強化する、③住
民に身近な事務事業を都から特別区に移管」などがあげられる。

2000

広域連合制度・中核市制度施行（地方自治法改正）

地方公共団体の組織・運営の合理化を図り、多様化した広域行政需要に適切かつ効率的に対
応するとともに、国からの権限移譲の受け入れ体制の整備を図るため、広域連合の制度。

また、政令指定都市以外の都市で、規模能力が比較的大きな都市について、その事務権限を強
化しできる限り住民の身近で行政を行うことができるよう中核市の制度を創設。

1995

地方分権一括法施行（関連法の計475条を改正）

地方分権に関連する法律の改正を一括して行ったもので、この中では、機関委任事務制の廃止、
国の関与等の抜本的な見直し、権限委譲の推進、組織の必置規制の見直し、地方公共団体の行
政体制の整備・確立を定めている。

特例市制度施行（地方分権一括法に含まれる）

中核市に権限移譲されている事務のうち、特例市が処理するよりも都道府県が一体的に処理す
るほうがより効率的な事務を除き、特例市に対しても移譲するとしている。

合併特例法の改正（地方分権一括法に含まれる）

合併後、10か年度の普通交付税の全額保障、合併特例債の創設などを柱とした合併特例法の
改正が行われ、地方自治体の合併を強力に推進する枠組みが創設された。

2000

三位一体改革（国と地方の税財政制度に関する改革）

三位（①税源移譲、②補助金改革、③地方交付税改革）を一体的に改革することを目的とした構
造改革で、約4.7兆円の国庫補助負担金の改革、約３兆円の税源移譲、約5.1兆円の地方交付税
の改革が行われることとなった。

2004
～

2006

合併新法施行（市町村の合併の特例等に関する法律）

都道府県が合併の推進に関する構想を策定し、合併協議会設置の勧告を行うことができるなど、
さらなる合併の促進に向けた枠組みが創設された。

2005

地方分権推進法施行

「地方分権」を総合的かつ計画的に推進することを目的として制定され、地方分権の推進に関す
る基本方針（国と地方公共団体との役割分担、地方分権の推進に関する国の施策、地方税財源
の充実確保、地方公共団体の行政体制の整備・確立）を謳っている。（５年間の時限立法）

1995

図表1-1 地方分権に関連する主な動向

資料）各種資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成 資料）総務省「地方財政白書 平成18年版」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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１．地方分権・行財政改革の動向

図表1-4 各機関の地方分権に関する論調

■地方分権（国－都道府県－基礎自治体の関係等）に関する近年の論調

資料）上記各資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

「道州制のあり方に関する答申について」（2006.02）第28次地方制度調査会（内閣府）

■広域自治体改革のあり方

・市町村合併の進展や中核市・特例市制度等により、基礎自治体への事務移譲が一層推進される状況にあることや、
環境規制や交通基盤整備等、都道府県を越えた行政課題が増加している状況の中、都道府県制等の広域自治体改
革を通じて国と地方の双方の政府のあり方を再構築し、国の役割を本来果たすべきものに重点化して、内政に関して
は広く地方公共団体が担うことを基本とする新しい政府像を確立する必要がある。

・道州制を導入する場合には、補完性の原理および近接性の原理に基づいて、国、広域自治体及び基礎自治体の間
の役割分担を体系的に見直し、都道府県から市町村へ、また国から道州への大幅な権限移譲を行うことが重要である。

「地方分権21世紀ビジョン懇談会報告書（案）」（2006.05）地方分権21世紀ビジョン懇談会（総務省）

■分権改革の目指すべき方向性（分権５原則）

＜原則１：自由と責任＞地方が自由と責任を持って自立できるよう、国と地方の関係を「複雑重層から単純明快へ」、
「縦型から水平対等へ」と転換する。

＜原則２：小さな政府＞地方においても簡潔で効率的な「小さな政府」をつくる。

＜原則３：個性の競争＞全国一律ではなく、地域の個性に根ざして人々をひきつける魅力と活力の溢れた地域をつくる。

＜原則４：住民によるガバナンス＞国に依存することなく、受益と負担に関する住民の選択、住民による監視（ガバナン
ス）をエンジンにした住民自治を実現する。

＜原則５：情報開示の徹底＞住民が他の地域と比較できる明確な基準を設定し、情報開示を徹底する。正確で豊富な
情報によって自治体の透明性を高めることが、地方分権を進める力となる。

「分権型社会のビジョン（中間報告）」（2006.05）新地方分権構想検討委員会（地方六団体）

■分権改革５つの視点

・未完の分権改革をもう一度動かすために、求められる５つの視点として、「①暮らしの安全・安心をつくる、②東京一極
集中から多様な地域をよみがえらせる、③自分たちのまちのことは自分たちで決める、④住民に近いところへ力を集め
る～ニア・イズ・ベター～、⑤内政の政策立案に地方が参画し、更なる分権改革を断行する」を掲げている。

・また、目指すべき税財政改革の７つの提言として、 「地方行財政会議の設置」、 「地方交付税を地方共有税に」 「新地

方分権推進法の制定」などを取りまとめている。

■基礎自治体のあり方

・住民にもっとも身近な総合的な行政主体として、高度化する行政事務に的確に対処できる専門的な職種を含む職員
集団を有する必要があり、一般的には基礎自治体の規模・能力はさらに充実強化することが望ましい。

・基礎自治体に対しては引き続き国や都道府県から可能な限り事務や権限を移譲していくべきであり、少なくとも福祉
や教育、まちづくりなど住民に身近な事務については原則として基礎自治体で処理できる体制を構築する必要がある。

・住民自治の強化や行政と住民との協働の推進などを目的とする組織として、基礎自治体内の一定の区域を単位とし、
地域自治組織を基礎自治体の判断によって設置できることとすべきである。

■広域自治体のあり方

・規模・能力や区域が拡大した基礎自治体との役割分担の下に広域自治体としての役割、機能が十分に発揮されるた
めには、まず、都道府県の区域の拡大が必要である。

・また、国の役割を重点化し、真の分権型社会にふさわしい自立性の高い圏域を形成していく観点から、現行の都道府
県制に代わる広域自治体として、道または州から構成される制度（道州制）の導入を検討する必要がある。

出典名主体

第27次地方制度調査会（内閣府） 「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」（2003.11）

図表1-5 各機関の都区制度に関する論調

「東京における新たな自治制度を目指して」（2005.10）特別区制度調査会（特別区協議会）

■東京大都市地域の基礎自治体構想にあたっての基本的視点

・「都市化社会」から「安定・成熟した都市型社会」への移行が求められ、東京大都市地域に連担して市
街地が膨張している今日では、東京大都市地域に求められる「行政の一体性」の確保は、古い沿革に
根拠を持つに過ぎないとの見方もありうる。

・特別区間に現に存する地域特性を踏まえながら、分権時代にふさわしい財源の安定的な確保を可能
とする税財政制度が必要であると考える。

■新たな基礎自治体のイメージ

・これまで東京大都市地域に要請されてきた「行政の一体性」の確保について、必要であると考え、新
たに特別な「市」を創る方向（シナリオ１）と、必要ないと考え、一般の「市」になることを目指す方向（シ
ナリオ２）を示している。

■自治制度改革の方向性

・自治制度の見直しに当たっては、国と地方自治体、基礎的自治体と広域的自治体との役割分担やそ
の基本的枠組みを、現行の制度にとらわれることなく議論し、改革を進めていく必要がある。

・大都市の区域に基礎的自治体を複数認めた上で、広域的自治体が広域的行政課題の解決に特化
すると、その中間に一体的な大都市経営の主体が必要となる。この場合、地方自治組織は三層制とな
るが、簡潔・効率化の観点からも選択すべきでない。

・地方自治制度の改革に当たっては、簡素・効率化の観点から二層制を前提とした上で、大都市の総
合性・一体性を確保する観点から、基礎的自治体のあり方や広域的自治体の役割分担など、大都市
の活力を維持するため、最も相応しい経営主体のあり方を追求していく必要がある。

■東京における大都市自治制度のあり方

・東京という大都市の役割を十全に果たすため、責任を持って大都市を総合的・一体的に経営する主
体が不可欠である。

・これまで特別区の自治権拡充が図られてきたが、大都市としての一体性・統一性の確保は都が担い、
広域的自治体である都が大都市経営の主体として、総合的な行政を展開してきた。

・今後、特別区が大都市経営の主体となるとすれば、二層制を前提とする観点から、現在の23区のま
まではなく、行政の一体性の確保を実現できる形に変わらなければならない。

・今後取り組むべき広域的課題への対応や効率的な都市経営の実現を図る上で、現在の都区制度に
おける都と特別区の事務配分、特別区全体の区域及び各区の規模、税財政制度などの課題を踏まえ、
現行の都区制度の枠内にとどまらない抜本的な見直しが必要である。

出典名主体

東京都 「行財政改革の新たな指針」（2005.11）

■地方分権（都区制度）に関する近年の論調

資料）上記各資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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１．地方分権・行財政改革の動向

図表1-9 地方公務員数の推移

■新規採用の抑制などにより、公務員数の削減が進展している

図表1-8 行政評価の導入状況の推移

■事業結果を評価する「行政評価」の取り組みが進展している

資料）総務省「平成17年地方公共団体定員管理調査結果」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

図表1-6 地方自治体の行財政改革に関する国の近年の動向

■地方公共団体の行財政改革に関する国の動向
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都道府県 政令指定都市 市区町村

備考）2006.01現在で、「市区町村」を団体種類別にみると、導入率は中核市87％、特例市90％、
市区45％（うち特別区は100％）、町村13％となっている。

資料）総務省「地方公共団体における行政評価の取り組み状況」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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枠予算制度を導入している 枠予算制度を導入していない

図表1-7 枠配分予算の導入状況

■特に大規模組織においては枠予算制度など、庁内分権の動きが進展している

資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「分権型の自治体の行財政運営の改革に関するアンケート調査」（平成17年7月）より作成

資料）各種資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

行政改革推進法施行（簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律）

政府は、2010年におけるすべての地方公共団体を通じた地方公務員の総数が2005年における当該数の
4.6%以上の純減となるよう、地方公共団体に対し、職員数の厳格な管理を要請する。

2006

「地方公共団体における行財政改革の推進のための新たな指針の策定について」（総務省）

「今後の行政改革の方針（2004年12月閣議決定）」を踏まえ、①地方公共団体における行政の担うべき役割
の重点化（民間委託等の推進、指定管理者制度・ＰＦＩ手法の活用、地域協働の推進等）、②行政ニーズへ迅
速かつ的確な対応を可能とする組織の構築（政策施策等に応じた部室再編、責任と権限が明確化、ＰＤＣＡサ
イクルの構築等）などが挙げられている。

2005

行政改革大綱（閣議決定）

行政改革大綱において、第三セクター、地方公社、地方公営企業等の改革のほか、地方公共団体への行政
評価の取り組みを促進することなどが挙げられている。

2000

地方分権21世紀ビジョン懇談会報告書（案）（地方分権21世紀ビジョン懇談会）

経営に失敗すれば自治体も破綻という自体に立ち入るという危機感を持つことが地方財政の規律の回復の
ために必要であり、いわゆる“再生型破綻法制”の検討に早期に着手し、３年以内に整備すべきである。

2006

地方自治・新時代に対応した地方公共団体の行政改革推進のための指針について（旧自治省）

当指針の特徴として、数値目標の設定等により具体的で目に見える行政改革の取り組みを求めていること、
行政改革に関する情報の積極的な広報等により、住民の理解・協力のもとでの行政改革推進を強調している
ことなどが挙げられる。

1997
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＊行財政の逼迫、市民活動の高揚などを背景に、「官＝公」という考え方から、「公」を多
様な主体が担うという考え方が進展してきており、NPOなど、公を担う新たな主体が成
長してきている。

＊また、そうした動きと歩を合わせ、民が「公」を担うPFI、指定管理者制度、いわゆる市
場化テスト法など、法制度としても「公」を多様な主体が担えるよう整備が進んでおり、
自治体は、「公」を担う新たな主体や制度を適切に運用し、地域の実情にあった「公を担
うシステム」を構築することが求められている。

２．「公」を担うシステムの転換

（１）近年の社会動向

図表2-1 「新しい公共空間」の概念図

資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「分権型の自治体の行財政運営の改革に関するアンケー
ト調査」（平成17年7月）より作成

図表2-2 行政運営への市民参加の状況（n=759）

図表2-3 NPO法人認証数の推移（再掲）

資料）内閣府国民生
活局資料より三菱
UFJリサーチ＆コン
サルティング作成

■「公」を担う主体と制度が育ちつつあるが、公共サービスの最終的な提供責任につい
ては、引き続き行政に問われる可能性が高い。そのため、法制度を適切に運用できる
能力（ガバナンス、コーディネート能力）が自治体に求められる。

■「公」への公正な参画、効果的な参画を促すため、自治体は積極的な行政情報の公開
と提供が求められる。

■「公」を新たに担う側は、継続的なサービスを担ったり、自律的に責任を全うできるよう、
組織体制や事業計画スキルを向上させていくことが求められる。

（２）まちづくりへの影響と課題

■「官＝公」といった従来の概念に対し、「新しい公共空間」という概念が形成されつつある ■既に約４割の自治体で、自治体が実施する何らかの事業を市民と協働で実施している

■新しい公共の担い手の一つとなるNPO法人の認証数は、増加傾向を続けている
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資料）総務省「分権型社会における自治体経営の刷新戦略－新しい公共空間の形成を目指して－」
（平成17年４月）より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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２．「公」を担うシステムの転換

図表2-7 官以外による公共サービス提供に関して見直しが必要となった事例

図表2-4 実施方針公表数および運営段階へ移行したＰＦＩプロジェクト数の推移

備考）各年度末時点での件数。2005年度は、2005年12月31日現在
資料）内閣府「PFI推進委員会第10回総合部会」資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

図表2-5 指定管理者制度の導入状況（2004年6月）

■「民」が「公」を担う制度は多様化し、その運用も拡大している

■多様な主体による公共サービス提供により、新たな効果が発揮される一方で、課題も発生している

図表2-6 行政情報開示請求件数の推移

■行政機関に対する情報公開のニーズが高まりつつある

備考）中央省庁：行政機関情報公開法に基づく開示請求件数
東京都：東京都情報公開条例に基づく開示請求件数

資料）総務省「平成16年度における情報公開法の施行の状況について」
東京都「東京都の情報公開制度の運用状況」（東京都）より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

資料）総務省「公の施設の指定管理者制度の導入状況に関する調査結果」より三菱UFJ
リサーチ＆コンサルティング作成
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■「PFI」 （Private Finance Initiative）とは
公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能
力を活用して、国や地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的に公
共サービスを提供しようとする新しい手法。

■指定管理者制度とは
多様化する住民ニーズに、より効果的かつ効率的に対応するため、公の施設の管
理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経費の削減等を
図ることを目的とし、地方自治法の改正（2003年6月）により創設された制度。

件数 シェア
レクリエーション・スポーツ施設 3 79 270 352 22.7%
産業振興施設 2 2 129 133 8.6%
基盤施設 2 39 95 136 8.8%
文教施設 4 93 283 380 24.5%
医療・社会福祉施設 2 167 380 549 35.4%
合計 13 380 1,157 1,550 100.0%

区分
合計

市区町村指定都市都道府県

■「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（いわゆる市場化テスト法）とは
国又地方公共団体が自ら実施する公共サービスのうち、その実施を民間でも担うことが
でき、その創意工夫が期待できる業務を選定し、官民競争入札または民間競争入札に付
すことにより、公共サービスの質の維持向上及び経費の削減を図る制度で、2006年5月
26日に参議院において当法案は可決・成立したところである。

事例名分野

■概要：志木市では2004年度から、市民が行政サービスの一部を担う「行政パートナー」による協働業務を推進し
てきた。これにより、市民協働が促進され、市の経費削減額も数億円に達するなど、一定程度の効果が確認され
た。しかし、一方で、行政パートナーに対する資質の問題や、一部の団体が受託施設を仕切っているといった市民
からの指摘もあり、行政サービスを担う団体の選考や研修、評価体制を再構築する必要に迫られている。

■概要：タラソ福岡は、臨海工場の余熱を利用して市民の健康増進を図る事業（タラソテラピー（海水プールにお
いて水中運動を行い心身の回復を目的とする施設）等を行う施設であった。当初は従来型の公設公営型で整備
することとしていたが、PFI法施行の折、本施設がソフト面を重要視する用途であることを重視し、設計、建設、およ
び運営・維持管理を一括的な管理の上で行う方がよりよいサービスが提供できると考え、PFI方式が採用された。
公募によって選定された事業者により、2002年４月に開業したが、初年度から利用者数が伸び悩み、その結果、
事業者の経営が悪化した。2004年４月には事業者が民事再生手続を開始し、2004年11月末で施設は閉鎖された。

事例名分野

市民協働（公共サービスの質の低下）

PFI（公共サービスの破綻）

行政パートナー制度（埼玉県志木市）

臨海余熱利用施設「タラソ福岡」（福岡県福岡市）

資料）福岡市PFI事業推進委員会「タラソ福岡の経営破綻に関する調査検討報告書」および志木市「志木市行政施策安定化プロジェクト・チーム検証
結果報告書」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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＊2005年、我が国は1899（明治32）年に人口動態の統計がとられ始めて以来、初めて
出生数が死亡数を下回り、総人口が減少に転ずる人口減少社会が到来した。

＊2005年の出生数は106万人、合計特殊出生率は1.25といずれも過去最低を記録した
が、この少子化傾向が続くと、人口減少は加速度的に進行し、21世紀半ばには総人口
は１億人を割り込み、2100年の総人口は現在の半分以下になると見込まれる。

＊世帯についても、世帯あたり人員数の減少により総世帯数は当面は増加傾向を続け
るものの、2015年をピークに総人口と同様に減少過程に入ると推定されている。

＊世帯構成については、世帯主が65歳以上の高齢世帯数の増加が続き、2015年には
高齢者世帯の割合が全世帯数の３分の１を超えるほか、単独世帯、夫婦のみ世帯、一
人親と子からなる世帯が増加するものと推定される。

＊東京圏の人口は、当面は社会増（転入超過人口）により増加し続けるものの、いずれ
全国と同様に人口減少に転じ、2000年～2050年の間に、２割の人口減少が見込まれて
いる。

＊労働力人口は、出生数の減少による若年労働力の減少と、高齢者の引退の増加に
よって減少が見込まれている。

３．人口減少社会の到来

（１）近年の社会動向

資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（全国推計）」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

■労働力人口の減少により、経済成長の鈍化、税や社会保障における負担の増大、地
域社会の活力の低下などが懸念され、女性や高齢者を含めた多様な主体の社会参加
の促進や、就業環境の整備を進める必要がある。

■人口減少により、環境負荷の低減や大都市部での住宅・土地問題の改善等のメリット
が生じる可能性もあり、こうした側面を活かしたまちづくりを進める必要がある。

■人口減少下、まちづくりの行政主体である基礎自治体にとっては、地域コミュニティの
担い手である住民等を中心として互助、共助による顔の見える地域づくりを推進し、地域
力の向上を図ることが重要となる。

（２）まちづくりへの影響と課題

■わが国の総人口は2006年に、世帯数は2015年に長期の減少過程に入る。

■高齢化世帯、単独世帯、夫婦のみ世帯、一人親と子からなる世帯割合が増加。

図表３-２ 世帯構成の動向

資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（全国推計）」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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図表３-1 わが国の人口・世帯の動向

■東京圏においても、2000～2050年の間、２割の人口減少が見込まれている。
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東京圏 名古屋圏 関西圏 地方中枢・中核
都市１時間圏内

地方中枢・中核
都市１時間圏外

図表３-３ 地域別の人口減少率（2000年～2025年、2000年～2050年）

備考）東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県。

資料）国土審議会資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成（2025年、2050年の人口は、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」の中位推計をもとに国土交通省が推計。人口移動については、過去の趨勢に沿って移
動率が減少していくと仮定。）
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３．人口減少社会の到来

図表３-７ 住宅ストック数と世帯数の動向

■コミュニティレベルの圏域を住民生活の基礎単位として、住民等を中
心として互助、共助による地域力の向上を図ることが重要。
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資料）社会資本整備審議会住宅宅地分科会基本制度部会資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

■わが国の住宅ストック数は、既に世帯数を上回っている。

図表３-８ 「生活圏域」の考え方

資料）国土審議会資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

■東京圏の生産年齢人口の減少幅は大きく、５％強の減少が予想されている。

図表３-４ 地域別の生産年齢人口の推計

備考）南関東：千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県

資料）内閣府「地域の経済2005」（2000年は総務省「国勢調査」、2010年は国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推
計人口」）より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

■大都市圏への人口流入は収束。但し、東京圏は1996年以降、転入超過が連続。

図表３-５ 三大都市圏の転入超過数の推移
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図表３-６ 東京圏における、鉄道の通勤・通学時の最混雑区間の平均混雑率・輸送力・輸送人員

資料）国土交通省資料より三
菱UFJリサーチ＆コンサルティ
ング作成
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の生活圏域

コミュニティの
互助・共助による
取組の推進

防犯・消防

教育

医療・福祉

廃棄物処理

交通

文化

買い物

地域住民のニー
ズの高度化・多様
化

自己実現欲求の
高まり

人口減少による需
要密度低下や財
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内容による
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美術館、音楽ホール等の共同
運営など
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ど

見回り、独居老人への声掛け
による日常の安心感など

小学校、中学校、地域による学
童保育など

掛付け医による健康相談、介護
予防の社会教育など

分別の徹底、生ゴミの堆肥化に
よるごみ減量など

公共交通の利用促進・送迎バ
スの有効利用など

祭などの生活様式や地域資源
の継承など

食料品等日常生活に必要な買
い物など

※市町村間の連携による広域
的取組は、生活圏域の形成の
みならず、観光・産業振興等地
域活性化の観点からも重要
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＊2005年の出生数は106万人、合計特殊出生率は1.25といずれも過去最低を記録。

＊晩婚化、晩産化が進展。従来は25～29歳の出生数が最も多かったが、2003年から
は、30～34歳が最も多くなっている。

＊夫婦が持ちたいとする理想の子どもの数と実際の子どもの数との間には、0.4人前
後の差が生じている。

＊政府は、2003年には、少子化対策基本法、次世代育成支援対策推進法を制定し、
2005年度からは、「少子化社会対策大綱」とその具体的な実施計画である「子ども・子
育て応援プラン」に基づき少子化対策を推進している。

＊さらに、2006年６月には、「新しい少子化対策について」を少子化社会対策会議にお
いて決定し、「子ども・子育て応援プラン」の着実な推進にあわせ、①妊娠・出産から高
校・大学生になるまで子どもの成長に応じつつ総合的に子育て支援策を講じるとともに、
②働き方の改革に関する施策を推進することとしている。

４．少子化の進行

（１）近年の社会動向

図表４-1 出生数及び合計特殊出生率の推移

■少子化の進展により、子どもの自立や社会性の減退や地域社会の活力の低下など
社会的影響が懸念されるため、多様な子育て支援や地域の様々なネットワークの中で、
互いに支え、支えられるという関係の中で、孤立化しないで子育てできるような環境整
備に向けた取組みが必要である。

■また、社会保障負担の増加や、労働力減少による経済活力の減退などの経済的影
響が想定されるため、 若い世帯が安心して仕事と子育てを両立できるような就業環境

の整備が必要である。

■行政の取組とともに、企業等においても、男性を含めた全ての人が、仕事のための
時間と、自分の生活のための時間のバランスがとれるような“多様な働き方”を選択でき
るよう、働き方を見直していくことなどの取組の促進が求められる。

（２）まちづくりへの影響と課題

■2005年の出生数及び合計特殊出生率は過去最低を記録。

■25～29歳、30～34歳の未婚率は男女ともに上昇。晩婚化、晩産化が進行。

図表４-２ 年齢別未婚率の推移

資料）総務省「国勢調査」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

資料）厚生労働省「人口動態統計」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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図表４-３ 母の年齢別出生数（1975年と2005年の比較）

資料）厚生労働省「人口動態統計」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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４．少子化の進行

図表４-５ 平均出生児数・理想子ども数の推移

■世帯形成期（25～34歳）の単独世帯が増加。

■夫婦が持ちたいとする理想の子どもの数と実際の数との間には、約０．４
人の差が生じている。

■理想の子どもの数を持たない理由第１位は子育てや教育の費用。

図表４-４ 年齢別単身世帯割合の推移

図表４-９ 「子ども・子育て応援プラン」の概要

資料）少子化社会対策会議「少子化社会対策大綱に基づく重点施策の具体的実施計画」（平成16年12月）より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

○

○

【4つの重点課題】

○ 若年者試用（トライアル）雇用の積極的活用 ○ 若者が意欲を持って就業し経済的にも自立［若
年失業者等の増加傾向を転換］

○ 全国の小・中・高等学校において一定期間のま
とまった体験活動の実施

○ 各種体験活動機会が充実し、多くの子どもが
様々な体験を持つことができる

○ 企業の行動計画の策定・実施の支援と好事例の
普及

○ 希望する者すべてが安心して育児休業等を取得
［育児休業取得率男性10%、女性80%］

○ 個々人の生活等に配慮した労働時間の設定改
善に向けた労使の自主的取組の推進、仕事と生
活の調和キャンペーンの推進

○ 男性も家庭でしっかりと子どもに向き合う時間が
持てる［育児期の男性の育児等の時間が他の先
進国並みに］

○ 働き方を見直し、多様な人材の効果的な育成活
用により、労働生産性が上昇し、育児期にある
男女の長時間労働が是正

○ 保育所、児童館、保健センター等において中・高
校生が乳幼児とふれあう機会を提供

○ 多くの若者が子育てに肯定的な（「子どもはかわ
いい」、「子育てで自分も成長」）イメージを持てる

○ 全国の中・高等学校において、子育て理解教育
を推進

○ 地域の子育て支援の拠点づくり（市町村の行動
計画目標の実現）

○ 全国どこでも歩いていける場所で気兼ねなく親
子で集まって相談や交流ができる

○ 待機児童ゼロ作戦のさらなる展開（待機児童が
多い95市町村における重点的な整備）

○ 全国どこでも保育サービスが利用できる［待機児
童が50人以上いる市町村をなくす］

○ 児童虐待防止ネットワークの設置 ○ 児童虐待で子どもが命を落とすことがない社会
をつくる［児童虐待死の撲滅を目指す］

○ 子育てバリアフリーの推進（建築物、公共交通機
関及び公共施設等の段差解消、バリアフリー
マップの作成）

○ 妊産婦や乳幼児連れの人が安心して外出できる
［不安なく外出できると感じる人の割合の増加］

生命の大切さ、家庭
の役割等について
の理解

子育ての新たな支
え合いと連帯

少子化社会対策大綱（平成16年6月4日閣議決定）の掲げる４つの重点課題に沿って、平成21年度ま
での5年間に講ずる具体的な施策内容と目標を提示
「子どもが健康に育つ社会」「子どもを生み、育てることに喜びを感じることのできる社会」への転換が
どのように進んでいるのかが分かるよう、概ね10年後を展望した「目指すべき社会の姿」を掲げ、それ
に向けて、内容や効果を評価しながら、この5年間に施策を重点的に実施

【平成21年度までの5年間に講ずる施策と目標（例）】 【目指すべき社会の姿（例）】

若者の自立とたくま
しい子どもの育ち

仕事と家庭の両立
支援と働き方の見
直し

資料）総務省「国勢調査」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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年

平均出生子ども数 平均理想子ども数

（人）

注）１．全国の50歳未満の妻に対する調査。２．平均出生子ども数は、結婚持続期間15～19年の妻の出
生子ども数の平均。

資料）国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査（第10回～13回）、「出産力調査（第１回～第９
回）」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

■大都市を含む地域では合計特殊出生率が低い。

53.8

7.5

6.6

58.7

11.8

7.3

67.2

18.4

11.5

67.1

26.7

16.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

20～29歳

30～39歳

40～49歳

1970年 1980年 1990年 2000年

（％）

図表４-６ 理想の子ども数を持たない理由（予定子ども数が理想子ども数を下回る夫婦）

図表４-８ 都道府県別合計特殊出生率(H17年）

資料）厚生労働省「人口動態統計」より三菱
UFJリサーチ＆コンサルティング作成

■政府は、2003年には、少子化対策基本法、
次世代育成支援対策推進法を制定し、2005年
度からは、「少子化社会対策大綱」とその具体
的な実施計画である「子ども・子育て応援プラ
ン」に基づき少子化対策を推進している。

図表４-７ 合計特殊出生率の上位・下位都道府県（H17年）

資料）厚生労働省「人口動態統計」より三菱UFJリサーチ＆コンサ
ルティング作成

第１位 沖縄 1.71 東京 0.98

第２位 福井 1.47 奈良 1.12

第３位 福島 1.46 北海道 1.13

第４位 宮崎 1.46 京都 1.13

第５位 鳥取 1.44 大阪 1.16

上位 下位

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

子育てや教育にお金がかかりすぎるから

高年齢で生むのはいやだから

これ以上、育児の心理的、肉体的負担に耐えられないから

自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから

健康上の理由から

欲しいけれどもできないから

家が狭いから

夫の家事・育児への協力が得られないから

子どもがのびのび育つ社会環境ではないから

一番末の子が夫の定年退職までに成人してほしいから

夫が望まないから

自分や夫婦の生活を大切にしたいから 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～49歳

資料）国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査（第13回）より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

注）年齢は妻の年齢
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４．少子化の進行

図表４-10 「新しい少子化対策について」 における新たな少子化対策の推進の概要

（１）子育て支援策

Ⅰ 新生児・乳幼
児期（妊娠・出産
から乳幼児期ま
で）

出産費用の負担軽減（①から③の施策）を図り、安心して出産できる環境整備を推進す
るとともに、子どもが乳幼児期にある子育て家庭を支援する。
① 出産育児一時金の支払い手続きの改善
② 妊娠中の健診費用の負担軽減
③ 不妊治療の公的助成の拡大
④ 妊娠初期の休暇などの徹底・充実
⑤ 産科医等の確保等産科医療システムの充実
⑥ 児童手当制度における乳幼児加算の創設
⑦ 子育て初期家庭に対する家庭訪問を組み入れた子育て支援ネットワークの構築

Ⅱ 未就学期（小
学校入学前まで）

子育ての喜びを感じながら育児ができるように子育て家庭への支援と地域の子育て
サービスの充実を図る。
① 全家庭を対象とする地域における子育て支援拠点の拡充
② 待機児童ゼロ作戦の更なる推進
③ 病児・病後児保育、障害児保育等の拡充
④ 小児医療システムの充実
⑤ 行動計画の公表等次世代育成支援対策推進法の改正の検討
⑥ 育児休業や短時間勤務の充実・普及
⑦ 事業所内託児施設を含め従業員への育児サービスの提供の促進
⑧ 子どもの事故防止策の推進
⑨ 就学前教育についての保護者負担の軽減策の充実

Ⅲ 小学生期
放課後時間を有意義に過ごすことができるとともに、登下校時等の安全を確保する。
① 全小学校区における「放課後子どもプラン」（仮称）の推進
② スクールバスの導入等、学校や登下校時の安全対策

Ⅳ 中学生・高校
生・大学生期

教育費負担の軽減を図るとともに、学生のベビーシッターを養成する。
① 奨学金の充実等
② 学生ベビーシッター等の推奨

（２）働き方の改革

（３）その他の重要な施策

若者の就労支援やパートタイム労働者の均衡処遇の推進、女性の再就職支援等「再チャレンジが可能な
仕組みの構築」を推進するとともに、企業の子育て支援の推進や長時間労働の是正等、従来働き方を改
革する。
① 若者の就労支援
② パートタイム労働者の均衡処遇の推進
③ 女性の継続就労・再就職支援
④ 企業の子育て支援の取組の推進
⑤ 長時間労働の是正等の働き方の見直し
⑥ 働き方の見直しを含む官民一体子育て支援推進運動

① 子育てを支援する税制等を検討
② 里親・養子縁組制度の促進と広報・啓発
③ 地域の退職者、高齢者等の人材活用による世代間交流の推進
④ 児童虐待防止対策及び要保護児童対策の強化
⑤ 母子家庭等の総合的な自立支援対策の推進
⑥ 食育の推進
⑦ 家族用住宅、三世代同居・近居の支援
⑧ 結婚相談業等に関する認証制度の創設

平成１７年度から実施している「子ども･子育て応援プラン」の着実な推進にあわせ、①妊娠・出産から高校・大学生に
なるまで子どもの成長に応じつつ総合的に子育て支援策を講じるとともに、②働き方の改革が必要であり、次のような
施策を推進する。以下の施策については、歳出･歳入一体改革の中で必要な財源の確保とあわせて、平成１９年度予
算編成過程において検討するものとする。税制面においても少子化対策を推進する観点からの必要な措置を検討す
るものとする。

資料）少子化社会対策会議「新しい少子化対策について」（平成18年6月）より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
資料）厚生労働省ＨＰより三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

図表４-12 一般事業主行動計画の内容に関する事項

■子育て期にある３０歳代の就業時間は最も長く、２割以上が週に６０時間以上。

■「次世代育成支援対策推進法」においては、事業主が行動計画を策定・実施し、その行
動計画に定めた目標を達成したことなどの一定の基準を満たした場合、申請を行うことで都
道府県労働局長がその事業主を認定することとなっている。

１． 子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための雇用環境の整備 

２． 働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備 

３． その他の次世代育成支援対策 

　○ 　妊娠中及び出産後における配慮
　○ 　子どもの出生時における父親の休暇取得の促進
　○ 　育児・介護休業法の規定を上回る、より利用しやすい育児休業制度の実施
　○ 　育児休業期間中の代替要員の確保や育児休業中の労働者の職業能力の開発・向上等、育児休業を取得しやすく、職場復帰しやすい環境の整備
　○ 　短時間勤務制度やフレックスタイム制度の実施等、労働者が子育てのための時間を確保できるようにするための措置の実施
　○ 　事業所内託児施設の設置及び運営
　○ 　子育てサービスの費用の援助の実施
　○ 　より利用しやすい子どもの看護のための休暇の措置の実施
　○ 　育児等退職者についての再雇用特別措置等の実施　等

　○ 　ノー残業デー等の導入・拡充や企業内の意識啓発等による所定外労働の削減
　○ 　年次有給休暇の取得の促進
　○ 　短時間勤務や隔日勤務等の多様就業型ワークシェアリングの実施
　○ 　テレワーク（ＩＴを利用した場所・時間にとらわれない働き方）の導入
　○ 　職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識の是正のための意識啓発

　○ 　託児室・授乳コーナーの設置等による子育てバリアフリーの推進
　○ 　地域における子育て支援活動への労働者の積極的な参加の支援等、子ども・子育てに関する地域貢献活動の実施
　○ 　子どもが保護者の働いているところを実際に見ることができる「子ども参観日」の実施
　○ 　企業内における家庭教育に関する学習機会の提供
　○ 　インターンシップやトライアル雇用等を通じた若年者の安定就労・自立した生活の推進

301人以上の労働者を雇用する事業主は、平成16年度末までに「一般事業主行動計画」を策定し、平成17年４月１日以降、速やかに届け出なければならな
い。雇用する労働者が300人以下の事業主には、同様の努力義務がある。

図表４-11 男性の年齢階級別１週間の就業時間
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17.3%

22.1%

23.9%
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23.6%
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13.0%

19.8%

23.2%

23.3%

21.2%
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15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45歳以上

１～14時間 15～34時間 35～39時間 40～49時間 50～59時間 60時間以上

資料）総務省「国勢調査」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成
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＊高齢者人口の急増により社会保障給付が急増しており、その管理・抑制を図るため、
各種制度改革が進められている。

＊介護保険財政の悪化や軽度者の生活機能の悪化を防ぐため、予防重視型のシステ
ムの確立、施設給付の見直し等を中心とした介護保険制度改革を実施された。

＊団塊世代の定年退職等の問題（2007年問題）を受け、65歳までの雇用機会の確保を
促進するため、2006年４月から高齢者雇用確保措置が施行された。

＊今後も高齢化率は一層上昇していくこと、また、身体障害者の高齢化が進んでいるこ
とを踏まえ、高齢者や障害者等が暮らしやすい社会の構築が求められている。

５．超高齢化社会の到来

（１）近年の社会動向

■介護保険制度改革を受け、介護予防ケアマネジメントを担う「地域包括支援センター」、
地域特性に応じたサービスを可能にするため「地域密着型サービス」の創設など、介護
サービスの見直し、新規サービスの導入とそのための体制整備が求められる。

■高齢者のまちづくり活動への参加を促す仕組みが必要である。また、団塊世代のノウ
ハウを活かしたまちづくりが期待される。

■各種施設のバリアフリー化の推進、バリアフリー住宅の建築・改修に対する助成等の
取り組みが今後も期待される。

（２）まちづくりへの影響と課題

■今後、総人口は緩やかに減少していくのに対し、前期高齢者比率、後期高齢
者比率は急激に上昇していく。

■高齢者関係の社会保障給付費の増加が、社会保障給付総額を年々増大させ
ている。

図表５-２ 社会保障給付費の推移
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資料）国立社会保障・人口問題研究所「社会保障給付費」より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成
＊高齢者関係給付費は、年金保険給付費、老人保健（医療分）給付費、老人福祉サービス給付費、高年齢雇用継
続給付費の合計値である。
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図表５-1 高齢者人口の推移と将来推計

資料）総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」より三菱ＵＦＪリ
サーチ＆コンサルティング作成
＊2000年までは実測値、以降は推計値を掲載。なお人口推計値として中位推計を掲載。
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５．超高齢化社会の到来

■高齢者の雇用機会の確保を目的とした取り組みが進められている。

図表５-５ 一律定年制を定める企業における再雇用制度の実施状況

■予防重視型のサービスへの転換を中心とする介護保険制度の改革が実施された。

図表５-３ 介護保険制度改革の概要

資料）厚生労働省「介護保険制度改革の概要」（平成18年３月）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

高齢者

介護予防のスクリーニング
＜ ＞ 要介護認定 

介護の手間のかかり具合の審査
＋

状態の維持又は改善可能性の審査

要支援・要介護になる
おそれのある者

地域支援事業
（ ） 介護予防サービス 

要支援・要介護になる
おそれのある者

新予防給付

要支援・要介護になる
おそれのある者

介護給付

（ ）地域包括支援センター　 介護予防ケアマネジメント 居宅介護支援事業所
（ ） ケアマネジメント事業所 

要支援者 要支援者

要支援・要介護状態になることの防止
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重度化防止
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思われる者

非該当者

○保険給付と要介護状態のイメージ
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・介護予防訪問入浴介護
・介護予防訪問看護
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・訪問看護
・訪問リハビリテーション
・居宅療養管理指導

【 】 通所サービス 
・通所介護
・通所リハビリテーション

【 】 短期入所サービス 
・短期入所生活介護
・短期入所療養介護

・特定施設入居者生活介護
・福祉用具貸与
・特定福祉用具販売

◎施設サービス

・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設

◎居宅介護支援

◎地域密着型介護予防サービス

・介護予防特的施設入居者生活介護
・介護予防福祉用具貸与
・特定介護予防福祉用具販売

◎介護予防支援 ◎地域密着型サービス

・小規模多機能型居宅介護
・夜間対応型訪問介護
・認知症対応型通所介護

（ ）・認知商対応型共同生活介護 グループホーム 
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

・住宅改修 ・住宅改修

◎介護予防サービス

　　　・介護予防事業

　　　・介護予防事業
＊ 総合相談支援事業
＊ 権利擁護事業
＊ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業
＊ 介護予防ケアマネジメント事業

　　　・任意事業

図表５-４ 一律定年制を定める企業における勤務延長制度の実施状況

現行
区分 要支援 １要介護 ２要介護 ３要介護 ４要介護 ５要介護 

１要支援 

１要介護 

２要支援 ２要介護 ３要介護 ４要介護 ５要介護 

新予防給付 介護給付

要支援 要介護

現況と
課題

（ 、 １）○軽度者 要支援 要介護  
　 の大幅な増加

○軽度者の状態像を踏まえた
   介護予防の重視

○在宅と施設の給付と負担の
   公平性

○介護保険と年金の調整

○認知症高齢者や一人暮らし
   高齢者の増加
○サービス体系の見直しと地域
   包括ケア

、○中重度者の支援強化 医療
   と介護の連携

○サービスの質の確保が課題
○サービスの利用者による選
   択と専門性の向上
○実行ある規制ルール
○ケアマネジメントをめぐる問題

○保険料設定における低所得
   者への配慮
○公平・公正な要介護認定
○市町村の保険者機能の発揮

方向性 予防重視型システムの確立 施設給付の見直し 新たなサービス体系の確立 サービスの質の確保・向上
負担の在り方・
制度運営の見直し

内容

○新予防給付の創設
　・ケアマネジメント体制等の見直し
「 」　・ 地域包括支援センター による

　　介護予防マネジメントの実施

○地域支援事業の創設
、　・介護保険制度に 効果的な介　

　　護予防事業を位置づける

○居住費・食費の見直し
３ 、　・介護保険 施設の居住費 食

、　　費 通所サービスの食費を保険

　　給付の対象外とする

○所得の低い方に対する配慮
　・施設利用の負担軽減を図るた

、　　め 補足給付を創設する

○地域密着型サービスの創設
　・地域特性に応じ多様なサービス

「　　を提供する 地域密着型サービ

」　　ス の創設

○居住系サービスの充実
、　・特定施設の拡充 有料老人ホー

　　ムの見直し

○地域包括ケア体制の整備
「　・地域の中枢機関としての 地域　

」　　包括支援センター の設置

、○中重度者の支援強化 医療
と介護の連携・機能分担

○介護サービス情報の公表
　・介護サービス事業者への事業

　  所情報の公表の義務づけ

○サービスの専門性と生活環
境の向上

　・訪問介護における専門性の向

　  上とユニットケアの推進等

○事業者規制の見直し
、　・指定の欠格事由の見直し 更新

　  制の導入等

○ケアマネジメントの見直し
　・ケアマネジャー資格の更新制の

、　  導入 研修の義務化
　・ケアマネジャー標準担当件数の

、　  引き下げ 府政に対する罰則強
　  化等

１○第 号保険料の見直し
　・負担能力をきめ細かく反映した
　  保険料設定

　・特別徴収の対象の拡大

○要介護認定の見直しと保険
者機能の強化

、　・申請代行 委託調査の見直し
、　・事業所への調査権限の強化 事

　  務の外部委託等に関する規定

    の整備

○費用負担割合等の見直し
　・介護保険施設等の給付費の負
　  担割合の見直し
　・特定施設の事業者指定の見直し

高齢期の就労ニーズの高まり

地域活動への参加に対する期待

○厚生年金の支給開始年齢の引き上げ
→ 年金支給までの生活費の確保の必要性
○団塊世代の定年退職（2007年問題）

※「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」が改正され、平成18年４月から「高年齢者雇
用確保措置」が施行。65歳未満の定年を定める事業主に対して、定年の引き下げ、継続雇
用制度の導入、定年制の廃止のいずれかの措置を講じることを義務づけた。

26.3

9.0

10.7

16.5

23.7

28.8

4.7

91.0

4.2

5.3

69.1

86.1

79.4
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3.2
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制度がある 制度はないが設定予定がある 制度はなく設定予定もない

60.6

73.1

65.9

62.9

66.9

58.1

6.2

7.8

6.9

5.5

4.6

6.8

33.1

19.1

27.2

31.6

28.5
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総数
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100～299人

30～99人

（企業規模）

制度がある 制度はないが設定予定がある 制度はなく設定予定もない

■超高齢社会の到来に対応するため、各種施策の導入・検討がなされている。

資料）厚生労働省「雇用管理調査」（平成16年）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

資料）厚生労働省「雇用管理調査」（平成16年）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

・介護保険制度の改革
→ 予防介護重視のサービスへの転換、給付内容の見直し ／等

・健康保険法等の改正
→中長期的な医療費適正化対策の推進や保健給付の内容等の見直しによる医療費の適正化。75歳
以上の高齢者を対象とした新たな高齢者医療制度の創設。都道府県単位を軸とした保険者の再編
統合 ／等

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
→高齢者、障害者等の円滑な移動や建築物等の施設の利用の確保を図るため、国は基本方針等を
策定するとともに、市町村が定める重点整備地区において高齢者、障害者等の計画段階からの参
加を得て、旅客施設等の整備を推進。

【近年の高齢社会対策の動向 （H17年度）】
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５．超高齢化社会の到来

■身体障害者の高齢化が年々進んでいる。

■近年、高齢者対応設備を有する住宅の比率が高まっている。

図表５-７ 建築時期別の高齢者対応の設備を有する住宅比率

■東京都区部には、団塊世代が極めて多く居住している。

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

1960年
以前

1961
～70年

1971
～80年

1981
～85年

1986
～90年

1991
～95年

1996
～2000年

2001
～2003年９月

（％）

手すりがある またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車いすで通行可能 段差のない屋内

道路から玄関まで車いすで通行可能

資料）国土・交通省「住宅・土地統計調査」（平成10年、平成15年）
参照）全国社会福祉協議会「図説高齢者白書」（平成17年）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表５-８ 年齢階層別障害者数の推移（身体障害者・在宅）

872 1,150
1,346 1,333 1,246 1,218

442

826

1,068
1,330 1,587

2,004

0
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1,000
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3,500

1970 1980 1987 1991 1996 2001
（年）

（千人） 17歳以下 18～64歳 65歳以上 不詳

61.9%

31.4%

36.6%

60.2%

図表５-９ 年齢階層別の身体障害者数（在宅）の対人口比 （対千人）

資料）厚生労働省「身体障害児・者実態調査」
参照）厚生労働省「障害者白書」（平成18年）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成
＊1980年は、身体障害児（0-17歳）に係る調査は行われていない。

資料）厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成13年）
参照）厚生労働省「障害者白書」（平成18年）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

（単位：人）

0-17歳 18・19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65-69歳 70歳以上

3.6 3.7 3.9 5.4 13.0 24.2 46.5 72.1 96.2

○障害者の雇用促進に関する取り組み
・障害者の就業機会の拡大による職業的自立を図るため、2005年に「障害者の雇用の
促進等に関する法律の一部を改正する法律」が改正。(06.4施行)
→ 精神障害者に対する雇用対策の強化、在宅就業障害者に対する支援／等

○障害保健福祉施策の推進
・身体障害者福祉法等の改正により、2003年４月から障害者福祉サービスは「措置制
度」から、契約によりサービスを選択する「支援費制度」へ移行。
・サービスの質・量を維持しつつ、増大する費用の問題に対処するため、身体障害、知
的障害、精神障害と障害種別にサービス提供の枠組みが分かれていた状況を改める
ことを目的とした「障害者自立支援法」が2006年４月から一部施行。
→ 市町村が一元的にサービスを提供する仕組みの創設、
利用者負担の見直し、国の財政責任の明確化

【近年の障害者施策の動向】

資料）総務省統計局「国勢調査」（平成12年）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成
＊1947-49年生まれを団塊世代として集計した。
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図表５-６ 13大都市における団塊世代の人口と人口比率
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＊阪神大震災の被害を教訓とし、減災社会の構築のため、大規模災害の被害抑制に関
する取り組みが進められている。

＊犯罪検挙率が低下する一方、殺人・強盗・放火等の重要犯罪が増加しており、治安・
防犯に対する社会的な不安が高まっている。

＊外国からの武力攻撃、国際テロ組織等の活動に対する脅威に対応するため、国民保
護法制が整備されている。

６．安全・安心社会への要請

（１）近年の社会動向

図表６-１ 防災組織体制と防災計画の体系

資料）内閣府「わが国の災害対策」より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

■地域防災力の向上（耐震、耐火住宅の整備）、防災拠点を整備するとともに、防災ボラ
ンティアや防災まちづくりによる共助の取り組みの促進、地震防災戦略を踏まえた地域
目標の策定、推進が求められている。

■地域特性にあった自主防犯活動の取り組み支援や交番機能の強化、犯罪防止に配
慮した防犯環境設計に基づく、犯罪被害に遭いにくいまちづくりの推進が求められている。

■地方公共団体は国民保護措置を図る重要な主体として、都道府県は平成17年度中、
市町村は平成18年度を目途に、国民保護計画を策定。

（２）まちづくりへの影響と課題

■わが国では防災組織体制が一体的に整備され、計画的な防災対策が進められ
ている

■迫り来る首都直下型地震への対応策の検討が進められている

図表６-２ 首都直下型地震による被害想定と地震防災戦略

資料）内閣府「防災に関してとった措置の概況 －平成17年度の防災に関する計画－（防災白書）」（平成17年）
中央防災会議「首都直下地震の地震防災戦略（案）」（平成18年４月）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

○防災基本計画：わが国の災害対策の根幹となる計画
で、災害対策基本法に基づき中央防災会議が作成する
防災分野の最上位計画。

○防災業務計画：防災基本計画に基づき、各指定行政
機関及び指定公共機関が作成。

○地域防災計画：防災基本計画に基づき、都道府県及
び市町村の防災会議が地域の実情に即して作成。

国レベル
内閣総理大臣
｜

中央防災会議
｜

指定行政機関、指定公共機関

○防災計画の策定、実施、総合調整
○防災基本計画の策定、実施の推進

○防災業務計画の策定、実施

都道府県レベル
知事
｜

都道府県防災会議
指定地方行政機関、指定地方公共機関

市町村レベル
市町村長
｜

市町村防災会議

住民レベル

○防災計画の策定、実施、総合調整
○都道府県地域防災計画の策定、実施の推進

○防災計画の策定、実施、総合調整
○市町村地域防災計画の策定、実施の推進

○防災基本計画の構成

○自然災害

○事故災害

震災対策 風水害対策 火山災害対策 雪害対策

海上災害対策 航空災害対策 鉄道災害対策 道路災害対策

原子力災害対策 危険物等災害対策 大規模火災対策 林野火災対策

○災害対策の内容

○具体的な対策、各主体の責務

災害予防、事前対策 災害応急対策 災害復旧・復興対策

国 地方公共団体 住民等

【首都直下地震の被害想定】（中央防災会議専門委員会、H16.12、H17.2）

○18ケースの直下地震を想定、震度分布等をもとに被害想定
○東京湾北部を震源とするＭ７．３のケース

○主な特徴（各種の中枢機能が集積する首都地域の特性を反映）
①火災による建物、人的被害 （最大、建物全壊棟数の77％、死者数の55％）
②全国に影響が波及する間接的な被害額が全体の経済被害の約４割
③最大650万人の大規模な帰宅困難者の発生 （１都３県常住人口の約２割）

・死者数：約１万１千人
・建物全壊棟数：約85万棟
・経済被害：約112兆円（国家予算の約1.4倍 ※最大値）

【首都直下地震対策大綱】
（中央防災会議専門委員会、H17.9）

＜首都直下地震対策の柱＞

○首都中枢機能の継続性確保
→ 発災後３日程度を念頭に置いた目標と対策

○膨大な被害への対応（地震に強いまちの形成）
→ 計画的な予防対策、広域防災体制の確立
復旧・復興対策、帰宅困難者への対応、
地域防災力・企業防災力

国民運動の展開
（公助・自助・共助）

【首都直下地震の地域防災戦略】
（中央防災会議専門委員会、H18.4）

○減災目標
今後10年間で死者数（想定）を半減
◇具体目標
住宅・建築物の耐震化（耐震化率:75%→90%）
密集市街地の整備（不燃領域率:40%以上）

○減災目標
今後10年間で経済被害額（想定）を４割減
◇具体目標（項目）
復旧費用軽減対策、企業による事業継続
交通ネットワーク早期復旧対策
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６．安全・安心社会への要請

図表６-３ 刑法犯の認知・検挙状況の推移

■刑法犯の検挙率が低下する一方、重要犯罪や外国人犯罪が増加傾向にある ■防犯ボランティア団体の活動が活発化している

図表６-７ 防犯ボランティア団体数の推移とその概要

図表６-５ 重要犯罪の認知・検挙状況の推移

図表６-４ 主な街頭犯罪の認知件数の推移

図表６-６ 外国人入国者数及び来日外国人検挙状況の推移

資料）警察庁「警察白書」（平成17年度）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コ
ンサルティング作成

■自主防災組織が増大するとともに、組織率が向上している

図表６-８ 自主防災組織の組織率と組織数

資料）内閣府「わが国の災害対策」より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

資料）犯罪対策閣僚会議資料（平成17年12月）
国家公安委員会・警察庁「総合評価書」（平成17年）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

資料）警察庁「警察白書」（平成17年度）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング作成

※2004年に１万件以上の認知件数がある犯罪を集計した。

資料）警察庁「警察白書」（平成17年度）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング作成
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○構成員別
町内会・自治会員による団体が約半数
子どもの保護者による団体が急増

○構成員数 800,317人（H17年６月末）

○各団体の活動日数
月３日または４日活動している団体が一番多く、
活動頻度が増加傾向

○徒歩による防犯パトロール 約８割の団体が実施

○警察による研修の受講 約１／３の団体

178 181
190

203

247 244

274 279

256

285

67
75

26.1%

23.2%
20.8%19.8%

23.6%

33.8%

38.0%
40.0%

40.6%

42.2%

0

50

100

150

200

250

300

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
（年）

（万件、万人）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

認知件数 検挙件数

検挙率 検挙人員

22,568

10,652 11,812

9,643

52.3%51.6%50.2%
53.0%

60.4%

71.5%

84.1%
87.3%87.9%

90.5%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
（年）

（件、人）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

認知件数 検挙件数

検挙率 検挙人員

32,033
34,398

27,763

34,746

40,615

47,128

24,374
27,414

31,779
30,971

21,842
20,007

16,212
14,660

12,71113,43613,41813,883
11,94911,976

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
（年）

（件、人）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

（千人）

検挙件数 検挙人員 入国者数

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
（年）

（件）

ひったくり 暴行（街頭） 傷害（街頭）

自動車盗 オートバイ盗 自動車盗

車上ねらい 部品ねらい 自動車販売機ねらい

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
（年）

ひったくり 暴行（街頭） 傷害（街頭）

自動車盗 オートバイ盗 自動車盗

車上ねらい 部品ねらい 自動車販売機ねらい

※1995年を100とした場合の推移
資料）警察庁「警察白書」（平成17年度）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング作成
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＊国民の「心の豊かさ」を求める傾向は年々強くなっており、国においても、地域文化で
日本全体を元気にする事を提言するなど文化の魅力を活かした活性化に取組んでいる。

＊今後の国際競争の中で、規模の競争が望めない日本は、「文化の魅力」による優位性
を確保することが必要であり、そのための生活文化創造産業の発展による新しい「ブラン
ド」の構築が可能とされている。

＊外国人登録者数は年々増加傾向にあるとともに、今後人口減少社会を見据えた外国
人労働者の受け入れの促進により今後も増加すると想定される。

＊訪日外客数は堅調に増加しているが、世界全体では32位と今後の改善が期待される。

＊旅行・観光産業の経済波及効果が大きいことも受け、国をあげての訪日外客数増加
に向けた取り組み（ビジット・ジャパン・キャンペーン）が展開されている。

７．文化の魅力・国際交流の重要性

（１）近年の社会動向

■人口減少社会に入り、規模の競争から、文化の魅力を活かした地域活性化への地域
活性化戦略の転換が求められる。

■既存のコンテンツ産業などの生活文化創造産業の発展を促すとともに、これらの産
業・技術を支える人材育成が求められる。

■今後増加すると考えられる外国人居住者（労働者）に対し、地域住民との共生や適切
な居住環境の確保等の対応が求められる。

■国の取り組みと連携した、訪日外客数の受け入れ態勢の構築が求められる。

（２）まちづくりへの影響と課題

■文化審議会文化政策部会では、地域文化を振興し、日本全体を「文化力」で元気にすること
を提言。

図表７-２ 「地域文化で日本を元気にしよう！」の概要

出典）文化庁「我が国の文化行政」（平成17年））より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成
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資料）文化庁「我が国の文化行政」（平成17年）

■「物の豊かさ」より「心の豊かさ」を求める割合が、1980年以降増加傾向にある。

図表７-1 国民が求める「豊かさ」の推移
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７．文化の魅力・国際交流の重要性

図表７-３ 「文化の魅力」の有効性

■「文化の魅力」は今後の国際競争の中で重要性を増す。

図表６-４ わが国の今後の成長産業に関する見通し

資料）法務省「平成１７年版出入国管理」（2005年９月）より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

■外国人登録者数は年々増加傾向にある

図表６-４ ＩＴ新改革戦略の全体像

図表７-５ 外国人登録者数の推移

情報化が進む中では、各国の影響力の源泉は物理的な資源力、技術力、経済力から、次第に
知識やエンターテイメントを含む文化に移ってくる。また、アジアの多くの地域で貧困からの脱出
が進むにつれ、次第に「豊かさ」の追求から「生活の楽しさ」に重点が置かれるだろう。このように、
情報化が進む中で世界的に文化や生活の楽しさの重要性が増大し、「生活・文化の魅力」が重
要な競争力の一つとなる。そうなると、必ずしも絶対的な経済規模を持つ国が有利とは限らない。
このことは、人口減少によって従来のような「規模の競争」が望めない日本にとって、大きなチャ
ンスである。独自の文化を基礎に、楽しさを実現する本物のコンテンツを持った国が世界の人々
を惹きつけ、「文化創造立国」として生活・文化の魅力における優位を築くことができる。

図表７-４ 生活文化創造産業の現状と展望

資料）「日本21世紀ビジョン」に関する専門調査会競争力ＷＧ 「日本21世紀ビジョン 競争力ＷＧ報告書」（平成17年４月）

資料）「日本21世紀ビジョン」に関する専門調査会競争力ＷＧ 「日本21世紀ビジョン 競争力ＷＧ報告書」（平成17年４月）
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少子・高齢化に伴う人口減少社会への対応は，少子化対策，女性・高齢者の労働力率向上対策など
様々な他の分野の施策と併せて検討されるべきものであるが，出入国管理行政としても，人口減少時
代における外国人労働者受入れの在り方を検討すべき時期に来ていると考えられる。

生産年齢人口が大幅に減少していく中においては，まず，専門的，技術的分野における外国人労働
者の受入れを一層積極的に推進していくことが重要であり，専門的，技術的と評価できるものについて
は，経済，社会の状況の変化に応じ，在留資格や上陸許可基準の見直しを行っていく。

さらに，そのような生産年齢人口の減少の中で，我が国経済の活力及び国民生活の水準を維持す
る必要性，国民の意識及び我が国の経済社会の状況等を勘案しつつ，現在では専門的，技術的分野
に該当するとは評価されていない分野における外国人労働者の受入れについて着実に検討していく。
その際には，新たに受入れを検討すべき産業分野や日本語能力などの受入れ要件を検討するだけで
はなく，その受入れが我が国の産業及び国民生活に与える正負両面の影響を十分勘案する必要があ
り，その中には例えば国内の治安に与える影響，国内労働市場に与える影響，産業の発展・構造転換
に与える影響，社会的コスト等多様な観点が含まれる。

■人口減少社会に対応するためには、専門的・技術的分野の外国人労働者の受け入れ
を進めるとともに、非専門的・技術的分野の労働者の受け入れも検討するとしている。

図表７-６ 第３次出入国管理基本計画における、人口減少社会に対する対応方針

資料）法務省「第３次出入国管理基本計画」（平成17年３月）より抜粋
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７．文化の魅力・国際交流の重要性

■訪日外国人旅行者、日本人海外旅行者ともに増加している。 ■国では、2010年訪日外客1,000万人を目標としたビジット・ジャパン・キャンペーンを展
開している。

図表７-８ 外国人旅行者受入数の
国際ランキング（2003年）

資料）国土交通省「平成16年版観光白書」（平成16年７月）「平成17年版観光白書」（平成17年７月）より三菱Ｕ
ＦＪリサーチ＆コンサルティング作成
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図表７-９ 2010年訪日外客1,000万人達成へのロードマップ
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日本は世界で第32位

■日本の外国人旅行者受け入
れ数は世界で32位である。

資料）国土交通省「平成17年版観光白書」 （平成17年７月）「より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

資料）国土交通省「平成17年版観光白書」（平成17年７月）

■旅行・観光産業は経済波及効果が大きく、我が国の有力な成長産業の一つとして期待
されている。

図表７-10 旅行・観光産業の経済波及効果

資料）国土交通省「平成17年版観光白書」」（平成17年７月）

図表７-７ 訪日外国人旅行者、日本人海外旅行者の推移



1

＊2005年２月、先進国の温室効果ガスの排出削減目標を定めた「京都議定書」が発効
し、2012年までに我が国は基準年比６％削減が義務づけられた。しかしながら、現在
その排出量は増加傾向にあり、今後、環境負荷の小さな都市づくりなど、温室効果ガス
排出量の削減に向けたさらなる取組が求められている。

＊大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会経済活動から、資源を最大限有効に活用す
る循環型社会へ移行するため、国民生活全般や個別産業ごとの取組を義務づける法
制度が相次いで整備されている。

８．持続可能な都市への要請

（１）近年の社会動向

図表8-1 日本の温室効果ガス排出量の推移

資料）温室効果ガスインベントリオフィス資料より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成
備考）CO2、CH4、N2Oの基準年は1990年、その他は1995年

資料）温室効果ガスインベントリオフィス資料より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

備考）基準年（1990年）に対する各年の比率

図表8-2 日本の部門別二酸化炭素排出量の増減率

図表8-3 日本の部門別に酸化炭素排出量（2004年度）

備考）下段は各部門の直接の排出量の割合を、また、上段は、電気事業者の発電に伴
う排出量及び熱供給事業者の熱発生に伴う排出量を電力消費量及び熱消費量に応じ
て最終需要部門に配分した後の割合。

資料）環境省「平成18年版環境白書」より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

■温室効果ガス排出量の削減、ゴミ排出量の削減などに向け、移動時における自動車
から公共交通機関への利用転換や、リユースやリサイクル可能な商品の購入促進など、
環境負荷低減のための具体的取組の拡充が求められる。

■一方で、こうした社会の要請を受け、環境にやさしい生活様式や、企業活動を支える
新たな環境ビジネス創出が期待される。

■また、日常生活で環境向上に向けた意識を醸成するため、環境分野で活動する市民
団体等を中心に、広く住民の環境に対する意識を高めていく活動が求められる。

（２）まちづくりへの影響と課題

■温室効果ガス総排出量は、近年は横ばいであるが、基準年比8.0%増 ■産業部門は減少傾向だが、家庭、運輸、業務その他部門などでは、２～４割程度増
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８．持続可能な都市への要請

備考）一般廃棄物リサイクル率（直接資源化量+中間処理後の再生利用量+集団回収量）/（ごみ
の総処理量+集団回収量）
産業廃棄物リサイクル率（直接再生利用量+中間処理後再生利用量）/排出量

資料）環境省「平成18年版循環型社会白書」より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表8-5 最終処分場の残余容量及び残余年数の推移
図表8-4 ごみ（一般廃棄物）【上段】・産業廃棄物【下段】排出量の推移

備考）「ごみ総排出量」＝「計画収集ごみ量+直接搬入ごみ量+自家処理量」
グラフ中の値はいずれも排出量

資料）環境省「平成18年版循環型社会白書」より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

■最終処分場の残余年数は増加傾向にあるが、10年前後と依然として厳しい状況にある■廃棄物排出量は近年横ばいだが、1980年代よりは高水準で推移
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図表8-6 リサイクル率の推移
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資料）環境省「平成18年版循環型社会白書」より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

■リサイクル率は、一般廃棄物、産業廃棄物ともに増加傾向にある
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８．持続可能な都市への要請

備考）第５号（環境の保全を図る活動）として記載されている団体数
８都府県：東京、神奈川、千葉、埼玉、愛知、京都、大阪、兵庫

資料）内閣府国民生活局ウェブサイトより三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表8-8 環境分野で活動するＮＰＯ団体数の推移

図表8-9 環境ビジネスの市場規模の現状と将来予測

■環境ﾋﾞｼﾞﾈｽ市場は拡大傾向で、2020年には58兆円市場と2000年の２倍に

■環境分野のＮＰＯ法人は、大都市圏、地方圏ともに増加傾向

図表8-7 環境関連法制度の例

■生活環境や地球環境向上のための取組を義務づける法制度が相次いで整備されている。

法制度名分野

「化学物質排出把握管理促進法」（2001年）施行化学物質

■制度の概要：工場などから排出される化学物質の排出状況を把握し、都道府県への報
告を義務づける法律で、事業者の自主的な管理の改善を促進し、環境保全上の支障を未
然に防ぐことを目指す。

法制度名分野

法制度名分野

法制度名分野

「環境配慮促進法」（2005年）施行事業活動全般

■制度の概要：対策地域内でトラック・バス等及びディーゼル車に関してNOx及びPMの排
出量がより少ない（排出基準に適合した）車の利用を促進するための規制を課している。

■制度の概要：国等の公的機関が率先して環境負荷低減に資する製品・サービスの調達
を推進し、また、事業者、国民に対しても同様の行為を促すことで、環境負荷の小さなな社
会の構築を目指す。

■制度の概要：容器包装（全面施行2000年）、家電（同2001）、食品（同2001）、建設（同
2002）、自動車（同2005）など、各種法律により、リサイクルへの取組の義務づけられた。

法制度名分野

■制度の概要：事業者が環境報告書などを通じ、環境情報の開示を進め、その情報が社
会の中で積極的に活用されるよう促すことを目的とした法律で、国や特定事業者への環境
配慮状況の公表を義務づけたほか、自治体や大企業には努力義務を課している。

大気汚染

地球環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ

資源循環（ﾘｻｲｸﾙ）

グリーン購入法（2001年）施行

各種リサイクル法（2000～2005年）施行

「NOx・PM法」（2001年）施行

資料）各種資料より三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

資料）環境省「わが国の環境ビジネスの市場規模及び雇用規模の現状と将来予測」（2003）より
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

備考）環境ビジネスの市場規模推計にあたって分類に利用した
“The Environmental Goods & Services Industry (OECD, 1999)”
では、環境ビジネスは「『水、大気、土壌等の環境に与える悪影響』
と『廃棄物、騒音、エコ・システムに関連する問題』を計測し、予防し、
削減し、最小化し、改善する製品やサービスを提供する活動」として
定義されており、当推計では、この定義に該当すると思われる各ビ
ジネスについて、各種データをもとに2000年の市場規模を算出し、
過去のトレンドなどから2010年及び2020年の市場規模を推計。
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＊晩婚化や離婚の増加、少子化の進展により、標準的な家庭世帯が減少し、単身世帯
や子どものいない世帯などが増加し、世帯類型の多様化が進展。

＊若年層の雇用を取り巻く環境の悪化や就業意識の変化などから、学校卒業後に無業
者やフリーターとなる人々が増加しており、中期的にはこうした就業形態の多様化は若
年層に限らず、中高年にも及ぶ。

＊こうした中、仕事は所得を得る手段と割り切り、生きがいは公益的活動や地域活動な
どに見出す人々が増加。

＊現状は参加していない人々も潜在的な参加意欲は高く、今後こうした活動は一層活性
化することが見込まれる。

９．ライフスタイルの多様化

（１）近年の社会動向

図表9-1 世帯主年齢別単身世帯比率の上昇

資料）「国勢調査」総務省より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表9-2 世帯主年齢別子どものいる世帯の比率の低下

資料）「国勢調査」総務省より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

資料）「若年層の意識実態調査」（2003年）内閣府より
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表9-3 最終学歴別新卒、中退後の就業形態

図表9-４ 卒業後無業者数の推移

資料）「国民生活白書」（2005年）内閣府より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

１．文部科学省「学校基本調査」により作成。
２．高卒の「無業者」とは、進路が未定である
ことがあきらかな人で、「大学進学者」、「専
修学校進学者」及び「就職者」などのいずれ
にも該当しない人。
３．大卒の「無業者」とは、進路が未定である
ことがあきらかな人で、「臨時的な収入を目
的とする仕事に就いた人」、「就職者」及び
「進学者」などのいずれにも該当しない人。

■世帯類型や価値観の多様化に伴う行政需要の変化を見据えて、行政サービスを柔軟
に見直すことのできる体制の整備が必要

■若年層を中心とした区民の安定した生活基盤の確保に向けた、就業支援の一層の強
化が必要

■公益的活動への区民の意識の高まりを捉えた、区民との協働のもとにまちづくりを進
める仕組みを確立することが必要

■区民のまちづくり参加の潜在的ニーズを顕在化させるため、参画のきっかけづくりや
活動支援などの取組の強化が必要

（２）まちづくりへの影響と課題

■単身世帯の増加や少子化により世帯類型の多様化が進展 ■ニートは景気回復により改善、フリーターは今後も増加見込み
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資料）「雇用管理調査」（2004年）厚生労働省より
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表9-5 企業からみたフリーター経験の評価

評価にほとんど影響

しない, 61.9
マイナスに評価する,

30.3

プラスに評価する,

3.6無回答, 4.2
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９．ライフスタイルの多様化

資料）「国民生活選好度調査」（2004年）内閣府より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表9-9 地域活動への参加実態と意欲

注：過去１年間にボランティア活動をした
勤労者491人の活動目的（複数回答）

資料）「勤労者のボランティア活動に関する意識調査」
（2003年）厚生労働省より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表9-10 ボランティア活動への参加目的

図表9-7 仕事の位置づけ

資料）「国民生活に関する世論調査」内閣府より
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表9-6 フリーター人口とその将来予測

出典）「増加する中高年フリーター」
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング調査レポート

資料）内閣府資料より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表9-8 NPO認証数（全国）の推移

■公益的活動への参加意向が高まっている
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◆基本シナリオ：若年フリーター人口は横ばい推移

（万人）

2001年 2006年 2011年 2016年 2021年

 若年フリーター 417 417 417 417 417

 中高年フリーター 46 93 132 169 205

合計 463 510 549 586 622

◆楽観シナリオ：若年フリーター人口は年5％ずつ減少

（万人）

2001年 2006年 2011年 2016年 2021年

 若年フリーター 417 323 250 193 149

 中高年フリーター 46 93 119 136 148

合計 463 416 369 329 297

◆悲観シナリオ：若年フリーター人口は年5％ずつ増加

（万人）

2001年 2006年 2011年 2016年 2021年

 若年フリーター 417 532 679 867 1106

 中高年フリーター 46 93 148 217 306

合計 463 625 827 1084 1412

（注）若年フリーターは前提条件、シャドー部分は予測
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＊1990年代以降、わが国の実質ＧＤＰの成長率は低下しており、マイナス成長も記録し
ている。しかし、近年プラス成長を続けており、緩やかな回復基調にある。

＊各種将来予測によれば、高齢者などの労働力率の高まりや生産性の向上等により、
人口減少・高齢化の影響をカバーし、概ねプラス成長を維持する見通しとなっているが、
悲観的なシナリオでは、マイナス成長も予想される。それに対して、アジア各国は高い経
済成長を続ける。

＊産業構造については、今後とも非製造業の割合が増加する。製造業についてはロ
ボットや先端医療機器などの先端型産業が、非製造業は、コンテンツ産業や観光・教育、
医療等が大きな役割を担うと想定される。

＊製造業の海外投資は堅調に推移しており、経済のグローバル化が進んでいる。

10．経済のグローバル化

（１）近年の社会動向

図表10-1 実質ＧＤＰ（年度）の伸び率の推移

注）ＧＤＰは平成７年度基準
資料）内閣府「国民経済計算年報（各年）」より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

■今後経済全般がプラス成長を維持することができれば、地域経済の活性化が期待で
きる。ただし、今後の財政構造改革の取り組みや女性・高齢者の就業環境の改善に失
敗した場合、地域経済が沈下するおそれもある。

■今後成長が予想される産業に対応できるよう、地域産業の適切な構造変化を進める
事が求められる。

■特に、経済のグローバル化に対応するため、技術力の向上に取り組む必要がある。

（２）まちづくりへの影響と課題

■1990年代以降ＧＤＰ成長率は低下しているが、近年緩やかな回復基調にある。

■政府等の予測では、財政構造改革や女性・高齢者の就業環境改善などにより、概ねプラス
成長を維持すると考えられている。

図表10-２ 各種長期経済予測における実質ＧＤＰ成長率の予測
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新世紀の日本経
済－新たな成長ﾋﾞ
ｼﾞｮﾝの構築－
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(2013～20)
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1.0％－2005.4経済財政
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ｹｰｽ
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予測主体資料名

注）経済財政諮問会議：同会議に設けられた「日本２１世紀ビジョン」に関する専門調査会
資料）各種資料より三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成

図表10-３ 2030年までの世界各地域のＧＤＰ成長率の見通し

■今後ともアジアは先進国と比べても高い成長が続く

4.1％
4.1％

3.1％

6.9％

資料）内閣府政策統括官室(経済財政分析担当)「世界経済の潮流 2004年秋」（平成16年11月）
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10．経済のグローバル化

図表10-４ 国内の産業別ＧＤＰシェア、雇用シェアの予測

■わが国の製造業は海外直接投資を継続しており、海外生産比率は堅調に増加している。■わが国の産業構造は、今後非製造業の割合が増加し、製造業については燃料電池・
ロボット・先端医療機器等のイノベーションによる新たな産業群が、非製造業について
は、メディアソフト、ファッション、食、国内観光、教育等に加えて医療・介護関連の新
サービスが産業として大きな役割を持つとされる。

資料） 「日本21世紀ビジョン」に関する専門調査会競争力ＷＧ 「日本21世紀ビジョン 競争力ＷＧ報告書」
（平成17年４月）

図表10-７ わが国製造業の海外生産比率

図表10-６ わが国の対外直接投資額

資料）経済産業省、厚生労働省、文部科学省「2005年版ものづくり白書」（平成17年６月）

資料）経済産業省、厚生労働省、文部科学省「2005年版ものづくり白書」平成17年６月）

図表10-５ わが国の今後の成長産業に関する見通し

・世界的にはアジアの製造業の生産の伸びが高い（年率6.1%程度）が、日本の製造業
も、数多くのフロントランナーがイノベーションを主導する中で高い生産性の伸び
（同2.8%程度）を確保することで、アジア諸国に対する競争力を維持し、年率
0.8%増加する。
・非製造業は、所得の増加がサービス需要を伸ばすことから、製造業を上回り年率

1.5％程度で増加する結果、産業別のＧＤＰに占める非製造業の割合が上昇する。
・労働所得ベースでみた就業構造は、製造業がイノベーションを反映し、より労働節
約的になるため、非製造業の雇用に占める割合が増大する。
・2030年のより具体的な産業構造のイメージとして、製造業については、現在のフロ
ントランナー（情報通信機器、半導体製造装置等）に加え、科学技術（燃料電池・
ロボット・先端医療機器等）のイノベーションによる新たな産業群が成長を主導す
る。非製造業については、メディアソフト、ファッション、食、国内観光、教育等
に加え、医療・介護関連の新サービスが産業として大きな役割を持つ。
・日本のコンテンツ市場（アニメ、映像、音楽、ゲーム、メディア等）は、2030年に
は国内総生産の５%規模（現在のアメリカ並み）を見込むことができる（年率約
6.7%の成長）。

資料）「日本21世紀ビジョン」に関する専門調査会「日本21世紀ビジョン」（平成17年４月）
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＊インターネット利用人口、ブロードバンド契約世帯数は堅調に増加している。

＊ＩＴの利活用による多様な分野における課題解決を推進するため、国を挙げての戦略
が進められている。インターネットの利用状況を鑑みると、今後多様な分野でのＩＴの活用
が浸透すると想定され、すでに、情報収集、ショッピング、コミュニケーション、娯楽・コン
テンツなどの分野では、ＩＴの利用がかなり進んでいる。

＊インターネットはプラス・マイナスの両面で多様な分野側面での影響が想定されており、
今後生活・産業・行政その他の多様な面でのＩＴの影響が強まると考えられる。

＊わが国の経済活動において知的資産の果たす役割が拡大しており、すでに個別企業
でみても、知的資産をはじめとした無形資産が重要視されている。

11．情報化・知的価値重視の時代

（１）近年の社会動向

図表５-1 ブロードバンド環境の普及世帯数

資料）総務省「平成17年版 情報通信白書」（平成17年６月）

■ＩＴの活用が進展することで、地域住民の働き方・住み方・人とのつながり方などの変
化が想定され、行政サービスの展開においてもこうした変化を踏まえることが必要である。

■上記のような変化に対応して、政策形成や政策の実施のあり方も見直すことが必要で
ある。

■ＩＴの影響にはデジタルデバイドなどのマイナスの側面も想定されるため、情報弱者へ
の対応策に留意する必要がある。

■知的価値を生み出すための基盤となる人材育成等に注力する必要がある。また、自
由な創意工夫と知的価値を生み出す時代においては、画一的な規制ではなく、健全な競
争と公正を担保するためのルールの整備が求められる。

（２）まちづくりへの影響と課題

■インターネット利用人口は堅調に増加しており、人口普及率は６割を超過している。 ■ブロードバンドの契約世帯数も順調に推移しており、特にe-Japan戦略（平成13年）以降急速
に増加している。

図表11-２ ブロードバンドの契約世帯数の推移
図表11-1 インターネット利用人口及び人口普及率

資料）総務省「ICT関連データ集」（http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/newdata/ict_data/ict_data_top.htm）
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11．情報化・知的価値重視の時代

図表11-３ U-Japan政策パッケージの全体像

■国の情報化における最新の戦略は、e-Japan戦略で進められた情報インフラ整備から
利活用による多様な分野における課題解決へと転換している。

図表６-４ わが国の今後の成長産業に関する見通し
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人間関係が希薄になる

インターネットを使えない人は社会生活上著しく不利になる

物事を深く考える能力が低下する

誹謗中傷、違法/有害情報の氾濫等の犯罪を助長する

情報が氾濫し、必要な情報の取捨選択が難しくなる

情報発信に関して、プロとアマの格差があまりなくなる

人と人とのコミュニケーションが活性化する

テレワークなど就業形態が多様化する

情報発信における地方と都市の格差が少なくなる

音楽、映像等のコンテンツの流通を促進する

新ビジネスが続々と登場し、産業構造が変化する

知識やノウハウの伝達力が向上する

情報検索、ネットショッピングなど生活が便利になる

全体的にみて、社会に対してよい影響をもたらしている
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そう思う

インターネットの
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ナ
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資料）総務省「平成17年版 情報通信白書」（平成17年６月）

＊）総務省ではITを「ICT」と表記している。しかし、IT戦略本部では「IT」の呼称を利用しているため、報告書等の固有名
詞内での利用を除き、本資料では「IT」で統一表記している。
資料）総務省「ICT関連データ集」（http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/newdata/ict_data/ict_data_top.htm）

■すでに特定の分野ではITの利用が相当程度進展している。

資料）総務省 ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会「U-Japan政策～2010年ユビキタスネット社会
の実現に向けて」（平成16年12月）

図表11-４ ＩＴ新改革戦略の全体像

注）IT新改革戦略はe-Japan戦略、e-Japan戦略Ⅱに続いて、IT戦略本部が提示したもの
資料）ＩＴ戦略本部「ＩＴ新改革戦略-いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵を実感できる社会の実現-」（平成18年１
月）

図表11-５ 主な分野のIT＊利用の進展

図表11-６ インターネットの社会的影響

■インターネットの影響はプラス・マイナスの両面がとらえられているが、全体的には７割
程度が肯定的にとらえている。
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11．情報化・知的価値重視の時代

図表11-８ 日本における無形資産の割合

■米国においては無形資産の割合が増加しており、日本においても、株価が大きく下落
した2003年時点でも、無形資産の価値が全体の４割を占めるなど、無形資産の比重が
高い状態にある。

■わが国の経済活動において、持続的成長を可能とするための知的資産の果たす役割
が拡大している。

資料）経済産業省「2004年版通商白書」（平成16年６月）

図表11-９ 無形資産と有形資産への投資比率

図表11-10 既存価値の陳腐化のスピード向上と知的資産の重要性図表11-７ 米国における無形資産の割合

資料）経済産業省「2004年版通商白書」（平成16年６月）

■主要企業の無形資産の投資比率は高く、企業動向から見ても無形資産の重要性が伺
える。

東アジアの台頭はますますグローバル競争を激化させることが予想される。特に、中国をはじめと
した東アジア諸国において低賃金を背景とした価格競争力に加え、技術的キャッチアップが進んだ
ことで、これまで我が国が競争力を有し、東アジアと棲み分けていた財についても、価格による競
争を強いられるようになってきている。さらに、昨年の通商白書でも述べたように、「豊かな社会」の
到来に伴って、財・サービスが社会に飽和している状況の中で、「結果的に実現する価値」が陳腐
化するスピードが速まってきていると言える（第3-1-1図、第3-1-2図）。

このような中、我が国企業が持続的な競争力を確保していくためには、価格を重視した競争では
なく、提供する財・サービスの個性を伸ばして、他社との差別化を行うという質的な側面を重視した
経営がこれまで以上に重要になる。しかし、先述したようにグローバル化が進展することで、「結果
的に実現する価値」の陳腐化するスピードが速まっていることから、絶えず差異性のある財・サー
ビスを提供し続け、それを価値として実現していく経営が重要性を増している。そして、そのような
差異性を生み出す源泉として、人間の知的な活動が介在して生まれてくる「知的資産」の役割が重
要になってきている。知的資産には、「すりあわせ」、「顧客とのネットワーク」、「人材」、「イノベー
ション力」、「組織力」、「ブランド」といったものがある。これらは、各企業がその組織内外において
独自に培ってきた無形のものが多く、その企業から切り離して市場を通じた取引を行うことが困難
な資産であり、さらに知的資産の組合せによって固有の価値が形成されていくことから、他社が単
純に模倣することは困難な資産であると言える。そのため、財・サービスの陳腐化するスピードが
加速化している経済において、競争力の源泉として他社との差異性を生み出し、持続的成長を可
能とする上で、知的資産の果たす役割が拡大している。

資料）経済産業省「2005年版通商白書」（平成17年６月）




